
発信力を磨き・想像力を磨いて、
医療を変える・福祉を変える

第11回（平成27年6月25日）

スウェーデン大使館、厚生省、
厚生労働省、内閣官房、そして。

国際医療福祉研究所 所長
医療介護福祉政策研究フォーラム 理事長

中村秀一

平成27年度前期



何をしてきたか

1973年（昭和48年） 厚生省入省：老人福祉課

1974～76年 環境庁水質保全局水質規制課

1981～84年 在スウェーデン日本国大使館

1984～86年 厚生省保険局医療課補佐

1986～87年 保健医療局企画課補佐

1987～89年 北海道庁出向（水産部国際漁業

課長、漁政課長）



1989年 老人保健福祉部企画官

１９90～92年 老人福祉課長

その後 年金課長

水道環境部計画課長

保険局企画課長

大臣官房政策課長



2001年 厚生労働省大臣官房審議官

2002～05年 老健局長

2005～08年 社会・援護局長

2008～10年 社会保険診療報酬支払基金理事長

2010～14年 内閣官房社会保障改革担当室長



現在

〇一般社団法人

医療介護福祉政策研究フォーラム理事長

〇国際医療福祉大学大学院教授



スタート

1973年（昭和48年） 厚生省入省：老人福祉課

〇老人福祉法ができて10年目

〇特別養護老人ホームはまだ少ない （70年)

特養 152か所 養護 810か所

〇平均寿命 男69.31 女74.66 （70年）

高齢化率 7.1%                    （70年）



出向する

1974～76年 環境庁水質保全局水質規制課

〇新しい官庁：環境庁設置：1971年

〇若手が元気

〇「多民族国家」

・局長：農水、筆頭課長：建設

課長：通産・技、筆頭補佐：建設・技

補佐②：農水・技、補佐③：通産・技



1981～84年 在スウェーデン日本国大使館

〇厚生省関係の仕事は5%以下
調査訓令：原子力、宇宙開発、海洋汚染、男女平等など

所属外交官クラブ：労働、科学技術

〇内政全般を担当（外交・防衛以外のすべて）

・1982年の総選挙

〇日中は、取材で外出を自分で義務付け



1987～89年 北海道庁出向（水産部国際漁業

課長、漁政課長）

１年目：日ソ漁業交渉

貝殻島漁業：昆布にウニを追加

日韓漁業協定改正

ペレストロイカ対応：

ハバロフスク、サハリン

２年目：道水産試験場改革

中央、稚内、網走、釧路、函館





実戦部隊

1984～86年 厚生省保険局医療課補佐
〇診療報酬改定２回（８５年、８６年）
○日米MOSS協議（医薬品、医療機器）

1986～87年 保健医療局企画課補佐
○精神衛生法の改正
○「エイズ予防法」
○痴呆性老人対策本部
＊原爆被爆者対策



管理職になって

1989年 老人保健福祉部企画官

１９90～92年 老人福祉課長

〇ゴールドプラン

〇「福祉8法」の改正

○市町村老人保健福祉計画のマニュアル

○ホームヘルパーの処遇改善、手引き

○「契約型特養」

○農協法の改正



1990年の「福祉8法改正」をめぐる自治労の資料



老人保健福祉計画策定の
市町村向けマニュアル作成
に向けた基礎作業



年金課長 連立8会派での年金法改正
日独年金通算協定で2回渡独

水道環境部計画課長
規制改革：水道法の改正

保険局企画課長
健保法改正（1割負担⇒2割）
診療報酬マイナス改定（98年）

大臣官房政策課長
総理官邸での有識者会議
経済戦略会議への反論
厚生白書（99年版、2000年版）



1994年の年金改正を担当

細川連立政権下の年金改正

報酬比例部分の支給開始年
齢
を引き上げ

山口剛彦年金局長



1997年11月17日 拓銀、破綻。
12月17日 介護保険法、公布。

1998年 7月30日 小渕内閣成立
1999年 1月14日 自由党野田毅幹事長、自治

相として入閣。自自連立内閣

10月4日 自自公3党、連立政権で
合意

1999年 12月1日 改正労働者派遣法施行。派遣
対象業種を原則自由化

2000年4月1日 介護保険制度スタート



自由党は介護保険法に反対の立場

消費税の使途：高齢者3経費



経済戦略会議

〇1998年8月、小渕内閣の成立とともに、設

けられた首相直属の諮問機関

〇日本経済の再生と21世紀の社会経済構造

のありかたについて検討し、意見具申

〇議長 アサヒビール会長、樋口廣太郎







経済戦略会議













小渕総理設置の官邸で
有識者会議
2000年1月～10月

以後の官邸主導の先駆

竹島内閣官房副長官補
細川総理秘書官
田中厚生労働担当主計官



最後の『厚生白書』経済戦略会議等への反論



厚生労働省となって

2001～2002年 大臣官房審議官（医療保険・

医政担当）

〇健保法改正（2割⇒3割）

〇診療報酬の初の技術料マイナス改定

＊小泉改革第一弾

〇臨床研修の義務化

〇医療提供体制の見直し議論



2002～05年 老健局長
〇2003年の介護報酬の改定
〇2005年の介護保険法の改正

2006～2008年 社会・援護局長
○障害者自立支援法の制定
○地域福祉、社会福祉法人経営、人材確保
○生活保護（三位一体改革、国と地方の協議）

2010～14年 内閣官房社会保障改革担当室長
〇「社会保障と税の一体改革」の事務局



2005年の介護保険法改正
に向けての準備のための
老健局長の私的研究会

2003年3月～6月に
開催





『２０１５年の高齢者介護』

〇高齢者介護研究会 2003年3月～6月

〇サブタイトル

高齢者の尊厳を支えるケアの確立のために

一人一人が住み慣れた家で最後までその人ら
しく生きることを保障する









痴呆性高齢者への対応



2015年 250万人と推計



「地域包括ケアシステム」を
提案









①長期継続ケア
②多職種協働

④ターミナルが必要な状態に至るまで在宅での生活を支える

③様々なサービスのコーディネート



サービス基盤の整備
（2003年報告書『２０１５年の高齢者介護』）

①在宅サービスの複合化・多機能化
⇒小規模多機能居宅介護

②新たな「住まい」の形を用意する
⇒サービス付き高齢者住宅

③施設サービスの機能を地域に展開して在宅サー
ビスと施設サービスの隙間を埋めること

⇒地域密着サービス、サテライト
④施設において個別ケアを実現していくこと

⇒個室ユニットケア



（2003年報告書『２０１５年の高齢者介護』）

①ケアマネジメントの適切な実施と質の向上
②様々なサービスのコーディネート

・介護以外の問題にも対処
・介護保険のサービスを中核としつつ
・保健・福祉・医療の専門職相互の連携
・ボランティアなどの住民活動を含めた連携

③地域包括ケアのコーディネートを担うために在宅
介護支援センターの役割の再検討と機能強化
⇒地域包括支援センターの制度化（05年改正）



２００５年の介護保険法の改正

○施設入所の食費、居住費の自己負担化

○要支援に対する介護予防給付の創設

○地域密着型サービス、小規模多機能居宅介

護看護サービスの創設

○地域支援事業の制度化

○地域包括支援センターの設置

○「認知症」への名称変更



高齢者介護研究会につづく
検討会報告書
2004年1月

リハビリテーションは
1990年の老人福祉課長時代以来
の懸案



「これからの地域福祉のあり方に
関する研究会」
2007年10月～2008年3月





人材確保指針の見直し
2007年9月



社会福祉士及び介護福祉士法の改正

介護福祉士のあり方及びその養成プロセスの
見直しに関する検討会 2006年7月

審議会答申
2006年12月



2006年8月
社会福祉法人経営研究会
報告書

全社協経営者協議会と
社会・援護局との研究会



生活支援技術革新ビジョン
研究会報告書
2008年3月

支援機器政策についての
「宿題集」



支払基金の理事長時代

『審査白書』を目指す。

〇審査の意義の再確認
〇審査の現状の把握
〇情報の開示
〇透明性の確保
〇レセプトの電子化への対応



社会保障制度改革国民会議
事務局長

2012年11月～2013年8月の間
審議

これを受けて2013年12月に
「プログラム法」が制定

現在、医療・介護改革が進行中



振り返ってみて

〇経歴の特徴
・現課の育ち
・技官の上司が多かった
・他分野：道庁水産部、小規模大使館
・医療・介護分野に繰り返し従事

〇政権交代の経験
・スウェーデン
・社会党知事（55年体制下）
・細川連立の年金改正
・民主党政権下の社会保障改革



〇仕事に恵まれた

・医療課／水道環境部計画課

・福祉8法改正／９４・年金改革／97・健保改正・

／官邸有識者会議／02・健保法改正／05・介

護保険改正／０５・自立支援法制定／０７・生

協法改正

・レセプトの電子化

・内閣官房社会保障改革担当室



2007年5月13日
生協法改正法、可決・成立

1948年に生協法が制定されて以来
初めての実質的な改正



〇組織は逆境のことが多かった

・薬害エイズ

・次官の逮捕

・日歯連事件

・社会保険庁の不祥事



目指してきたこと

〇使命：改革すること

〇「顧客」は国民であること

〇「であること」より「すること」を大事にする。

〇プロとして能力を磨くこと



〇「断らない」

〇既存の方針を疑う。

〇方向を明示する。

〇筋を通す。

〇公私の峻別、依怙贔屓をしない。



幹部の要件

〇必須能力

国会業務、各省折衝、マスコミ対応

〇必要技能

・説明能力

〇情報が必須

・現場からの情報／知人・友人からの情報

〇霞が関村の住人

・長期の付き合い、信用力


